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要旨
本稿は、地域漁業管理機関である中西部太平洋まぐろ類委員会 (WCPFC)に
おける管理基準値に関する議論を事例に、特にその下部機関である管理目標作
業部会 (MOW)のboundaryorganizationとしての機能に着目して分析した。
漁獲規制の科学的根拠となる管理基準備の設定に社会経済的観点を含めるべき
かどうかについて、先進国と太平洋島慎国の聞で生じた論争はboundarywork 
としての性質を帯ぴた。コミッシヨン会合と科学委員会を独立させたガパナン
スでは boundaryworkが収敢しなかったが、 MOWが設置され、 boundary
organizationとして機能し、科学者とステークホルダーが共同でWCPFCの資
源管理目標を再検討したことで、社会経清的観点も考慮する必要性が明確にさ
れた。この事例は、根拠に基づく政策形成における boundaryorganizationの
有用性を示唆している。
1 .背景
1.1 政策形成における科学
根拠に基づく政策形成 (evidence-based po!icy-making)が志向される現在、
その根拠を生み出す科学の重要性が増大している (Younget al. 2002. Nowo・
tony 2007. S10b and Staman 2012)。根拠に基づく政策の文脈では、政治から独
立した領域から客観的かつ中立的な情報の提供が、科学に期待されることもし
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ばしばである。科学によって事実が供給され、政策としての最適解が自動的に
定まるという線形モデルの想定が、その背後には存在する (Pielke2007， 5tras-
sheim and Kettunen 2014)。
しかし、現実の政策プロセスにおける科学は、線形モデルと異なる様相をし
ばしば畏する。大気汚染、喫煙、気候変動などの問題について、利害関係の強
いステークホルダーは、自らにとって都合のよい情報を取捨選択 (cher-
ry-pick)し、さらにそのような情報を提供する科学者との結ぴつきを強める傾
向はこれまでたびたび指摘されてきた (Nelkin1992， Huber 1993， Oreskes and 
Conway 2010， 510b and 5taman 2012)。フントウイツツとラペツツは、不確実性
が倫理や利害関係にも関係する社会的案件については、ステークホルダーを合
む拡張された共同体内部での対話を前提としたポストノーマルサイエンスの必
要性を提唱した (Funtowiczand Ravetz 1993)。そしてギボンズは、社会での
適用を意識した知識の生麗様式としてモード2を定義し、より聞かれたシステ
ムの下で社会が科学者の取り組みに影響を与えて形成される、文脈を配慮した
科学 (context-sensitivescience)の可能性を示唆している (Gibbons2000)。さ
らに近年では、首席科学顧問など科学的助言の制度化の流れを受け、ピルケー
のhonestbrokerなど、政策形成における科学者の役割を整理し、適切な位置
づけを模索する動きも出てきている (Pielke2007)。
1.2 水産資源管理における科学
政策形成における科学の位置づけについて、前節で述べたように多角的な検
討が進められてきてはいるものの、現実の政策形成過程では、いまだ科学に関
する論争が絶えることはない。そのようなひとつの政策領域として、水産が挙
げられる。水産資源はコモンズ資源の典型であり、十分な管理が行われなけれ
ばフリーライダーによって資源が枯渇する (Ostrom1990，26)。そこでさまざ
まな漁獲規制が導入されているものの、規制によって持続可能な水産を実現す
るためには、少なくとも魚種ごとに資源量と深刻な問題を生じない毎年の漁獲
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量を推定する必要がある。ここで、漁獲規制という政策過程と、水産資源に関
する科学が交錯する。さらに規制は漁業に寵接影響を与えるため、水産に関す
る多様なステークホルダーは、政策過程のみならず、そこで用いられる科学に
対しでも強い関心を有している。
水蔵資源管理の文脈における科学と政治の相互作用に関する研究は、オラン
ダ、ドイツ、デンマークの沿岸に広がる干潟であるワッデン海におけるザルガ
イ(二枚貝の一種)漁業を事例とするものが多い。例えば、スワートらは、ザ
ルガイ漁業がワッデン海の環境に与える影響に関する論争を追い、環境政策に
おける調査は不可避的に社会的な諸要素による影響を受けるとした上で、その
ような状況下で、「科学」と「政治」の最明'性のある関係を保つためには、科学
者の側に「拡張された説明責任」が要求されるとした (Swartand van Andel 
2008)。また、ターンハウトらは、ワッデン海のザルガイ漁業とガス採掘に関す
る政策プロセスにおいて、科学者が果たした役割が、定性的な政策目標の設定
段階では「調停」役であったのに対して、それをどのようにして達成するかと
いう政策のインプリメンテーションに関する議論の段階では「アドボカシー」
へ変容したとする。その上で、対立する観点や対立する科学的知識の聞の、オー
プンな対話が必要であることを強調している (Turnhoutet al 2008)。
いずれの研究も、水産資源管理における科学の適切な導入の必要性を強調し、
それを実現するための要素として、透明性のある議論や、科学者とステークホ
ルダーとの対話、科学者の責任を指摘している。しかし、水産資源管理という
文脈において、規模の小さなワツデン海のザルガイ漁業の重要性が高いとは雷
い難い。国際市場に流通しつつも資源の枯渇に直面している、持続可能性の観
点、から悶際的に重要性が高いと考えられる魚種の管理に関して、多様な利害を
有する複数の国家やステークホルダーが関わるような水産資源管理における科
学と政治の関係はいかなるものであるか。
本稿では、水産に関する政策と科学の交錯する過程を観察する対象として、
中西部太平洋まぐろ類委員会 (Westernand Central Pacific Fisheries Commis-
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sion， WCPFC)の管理基準値策定過程に着目することとした。 WCPFCには日
本、アメリカ、 EUなどの先進国だけでなく南太平洋島l興固などの発展途上国
も加盟しており、他の地域漁業管理機関 (RegIonalFisheries Management 
Org，紅白ation，RFMO)と比べて加盟国間の性格の差異が大きい。この多様性
は、 WCPFCにおいて調整される利害関係の複雑さを示唆している。また、ま
ぐろ類に対する需要圧力は継続的に増大している。持続可能な資源管理のため
に規制強化の必要性が訴えられ、日本だけをみれば漁獲量が減少傾向にあるも
のの、世界的には漁獲量は増加傾向にあり、限られた資源の獲得に対する各国
の利害関心は高いと考えられる(水産総合研究センター 2014)。
以上2点から、 WCPFCにおける科学は、各国の強く多様な利害からの解釈
に晒されることで論争的な性格を帯びることが想定される O このような事例を
検討することで、持続可能な資源管理に向けて喫緊の課題を抱える水産資源の
政策形成における科学の実態を捕捉できると考えるo
1.3 分析の視角と方法論
本稿では、ギアリンが提唱する boundarywork概念に基づき、 WCPFCの政
策過程の分析を行う (Gieryn1999) 0 I科学とは何かりという聞いに対し、科
学固有の本質でもって答えるのではなく、その議論に参加する当事者たちが「科
学」と「非科学jの境界を確定していく際の表象に注目するのがboundary
workである (Gieryn1999)。議論の当事者たちは、特定の性質を恋意的に選び
出し、それを「科学」へと帰属させることで、「科学」と「非科学Jの聞の社会
的な境界線が形成されていく。「科学」の境界内に収められた特定の知的活動
は、「科学」という領域に由来する認知的権威を得ることになり、 boundary
workはこのような[クレディビリティを巡る競争 (credibilitycontest) Jのた
めに行われる。
議論の当事者たちは自らの主張が「科学的である」ということを示すことで、
それぞれの主張に正当性を付与しようとする。その結果、それぞれの利害に合
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致するように都合の良い形で「科学」の線引きが絶えず行われてしまい、議論
が不安定化するため、 boundaryworkを収散させるための措置が必要となる。
そこで、 boundaryworkを収散させるための手段としてガストンによって提唱
されたのが、 boundaryorganizationという組織形態である (Guston2000)。こ
のboundaryorganizationは「科学Jと「非科学Jの境界をまたぐ形で存在する。
つまり、境界の両側の人々がこのboundaryorganizationに参加し、 boundary
organizationは境界の両側に対して答責性を負う。そして、彼らはboundary
organizationの内部で、専門のメデイエーターを介して協働し、 boundaryob-
jectsを生成していく。ガストンによれば、このboundaryorganizationがなけ
れば、上記の boundaryworkは権力による影響を大きく受けることになる
(Guston 2000， 152)。
後に明らかにするが、 WCPFCにおける管理基準値の扱いに関する論争は、
boundary workおよび、boundaryorganizationの概念を適用することで、その
経緯と解決に向かった理由を説明することができる。本研究では、 WCPFC事
務局が各会合について作成し公開している報告書 (SummaryReport)の記述
をデータとして用い、事例研究として、上記の視角に基づき分析を行った1)。
2. WCPFCにおける管理基準備
WCPFCの管理基準値を巡り、どのような boundaryworkが行われたか以下
で見ていく。特に今回の事例では、管理基準値という、水産資源管理の「科学」
に「社会経済的観点」というものが含まれるか否かを巡る議論に注目した。ま
た、この boundaryworkを収散させた、管理目標作業部会 (Management
Objectives Working Group， MOW)を、 boundaryorganizationと見なしたよで、
その機能についても考察した。
2.1 WCPFCの概要
WCPFCは、 2004年に発効した WCPF条約 (TheConvention for the Con-
中西部太平洋まぐろ類妥員会における boundarywork :管理基準値の科学 21 
servation and Management of Highly Migratory Fish Stocks in the Western and 
Central Pacific Ocean)によって成立した、中西部太平洋地域における高度目遊
性魚類の保存・管理を行う地域漁業管理機関である O その目的は、中西部太平
洋地域の特殊な政治・経済・社会・地理的環境に配慮、しつつ、国連公定漁業協
定 CUnitedNations Fish Stocks Agreement， UNFSA)に基づき高度回遊性魚類
の長期的保存と持続的利用を達成することである。まぐろ・かつお・カジキ類
等が主たる対象で、持続的利用を確保するため、加盟国間で総漁獲可能量・努
力量の決定、操業禁止期間の設定、魚群収集装置の使用制限等の保存管理措置
を採択する。日本、中国、韓国、アメリカ、南太平洋諸島、 EU等が加盟してい
る。
地域ごとの漁業管理機関の必要性を誼った国連海洋法条約 CUnitedNations 
Convention on the Law of the Sea， UNCLOS)は、第61条2項において、水産資
源管理における保存管理措置が「最良の科学的根拠 Cbestscientific evidence 
available) Jに基づくものでなければならないとしている。同様の原則は国連
公定漁業協定においても確認されており、 WCPF条約第5条でも採用されてい
る。そして WCPFCの意思決定機関であるコミッション会合が「最良の科学的
情報 Cbestscientific information available) Jを得られるよう、コミッション会
合に対して科学的助言を行う補助機関として科学委員会 CScientificCommit-
tee、SC)が設置されている。科学委員会は対象地域内における資源状態につ
いて評価・分析し、コミッション会合に対して科学的助言・勧告を行う。その
助言・勧告は資源状態についてのみに留まらず、コミッション会合が採択した
保存管理措置の有効性等についても行われる。 WCPF条約11条によれば、各加
盟国は、それぞれ適切な能力・専門性を有する人物を代表として科学委員会に
派遣せねばならず、このとき様々な専門家を代表者とともに派遣することがで
きる。
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2.2 管理基準値とは
管理基準値とは、資源管理の目安となるように定量化された数備である。主
に、海洋に存在する資源量や漁獲水準などによって表現される。大別すると目
標管理基準値 (TargetReference Point. TRP)と、限界管理基準値(Limit
Reference Point. LRP)の2種類が存在する。前者は資源管理の目標とすべき
理想的な値として設定されるのに対して、後者は避けなければならない闇値と
して設定される。現状がLRPに接近する、あるいは下回るような場合には資
源状態が望ましくないとして漁獲制限などの措置が採られることになる。
この管理基準値を計算するにあたって、どのような要素を計算の考慮に入れ
るかが重要であり、この点については水産科学の分野でも様々な計算方法が開
発されてきた。主流として存在しているのが生物学的管理基準値である。これ
は主に生物学的観点から資源の状態を定量的に測るものであり、資源量はもち
ろん資源の年齢構成や自然死亡、成長、加入などが考慮の対象となる(竹内ほ
か2010.146-7)。具体的な計算方法は様々存在するが、なかでも MSY(Max-
imum Sust忍inableYield)基準は伝統的な計算方法として大きな影響力を有し
ており、国連海洋法条約61条3項においても、 MSYを達成することが資源管
理の目標のーっとして掲げられている九もう一方で、漁業の経済的側面に注
目した経済的管理基準値と呼ばれるものも存在する。こちらは、漁業による利
潤を最大化させることを目的としており、漁業にかかる収入と費用を考慮に入
れて計算を行う。代表的なものとして、 MEY(Maximum Economic Yield)碁
準が存在する。理論上、 MEYはMSYよりも低い値となることが一般的で、
MEY基準を用いて資源管理を行った方が、 MSY基準を用いた場合よりも厳し
い漁獲制限が敷かれる。
2.3 管理碁準値策定プロセス
WCPFCでは、 WCPF条約第6条により、加盟国が最良の科学的情報に基づ
いて共同で管理基準値を策定することが定められている。しかし、科学委員会
中西部太平洋まぐろ類委員会における bOW1darywork :管理基準値の科学 23 
の第l回 (2005)、第2回 (2006)会合では、暗黙の裡に生物学的な管理基準値
である MSY基準を用いた資源評価がなされた。それに対し、第3回科学委員
会 (2007)では批判が出る。その先頭に立ったのは、南太平洋諸島によって構
成される FFA (Forum Fisheries Agency)であった。 FFAは特に MSY基準
を用いた資源評価が、「社会経済的観点Jを看過していることを批判し、管理基
準値策定過程における発展途上国の参加の確保を求めた (WCPFC2007. 34)。
以降、管理基準値に「社会経済的観点」が含まれるか否かを巡り議論が行われ
ていく。また、科学委員会における FFA側の専門家は、 FFAの主張を補強す
る報告書を科学委員会に提出した (Norris2009. 13-16)。この報告書は、近年
水産資源管理における経済的考慮に対する認識が国際的に高まっているとした
上で、伝統的な MSYに基づく管理基準値よりも、 MEYに基づく手法の方が重
要視されつつあることを指摘している。また、 MSYは定常的な資源動態を前
提としたモデルに基づいているが、現実の水産資源は様々な海洋学的要因によ
る影響を受けるため、この想定が現実的ではないこと、 MSYはあくまでも生
産景を最大化することを目的としており、資源保護という観点から見ると
MSYより低い値を基準値とした方が望ましい場合が多いということなどが、
MSYに対する批判として述べられている。その上で、 MEYは理論上ほとんど
常に MSYよりも低い値を取るため、資源保護には前者の方が適しているとい
うことが、ここでは強調されている。
一方EUゃ日本は、 FFAとは対立する見解を示している (WCPFC2012a. 
16-17)0 EUは、生物学的考慮のみに基づき管理基準値を設定すべきであり、
社会経済的考慮は別の場で議論すべきであるという立場を示した。日本は、そ
もそも科学委員会が社会経清的事象を扱うのは不適切であるという見解を述べ
ている。また、オーストラリアの公的研究機関である CSIRO(Common-
wealth Scientific and Industrial Research Organisation)は、科学の立場から
FFAの見解を否定しようとした (Daviesand Basson 2008. 47) 0 CSIROによれ
ば、社会経済的観点を導入するためには、域内の様々な漁業方法や漁業慣行を
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把握し、考慮する必要があるため、社会経済的観点に基づく管理基準値の特定
は複雑すぎて困難で、現実的ではないと主張している。またWCPFCが倣うと
する国連公海漁業協定において、 MSYがLRPとして適切な値であるとして定
められていることに触れながら、 MSYをデフォルトの管理基準値として採用
することを否定する強い現由はない、ということが結論として述べられている。
このように第3回科学委員会以降、対立する見解が双方から示されたが、そ
の後は基本的に FFAにとって不利な展開が続く。第6回 (2010)、そして第7
回 (2011)科学委員会では、管理基準値について複数の候補を挙げて、それら
を検討することとなっており、いずれの会合においても、 CSIROによって作成
された報告書を基に議論が進められた。第6回科学委員会に提出された報告書
では、経済的管理基準値は、実現可能ではないという理由で候補から除外され、
MSY、YPR(Yield-per-recruit)、depletionindicatorsの3つに候補が限定され
た (Campbe1l2010，3; WCPFC 2010a， 72)。また、第7回科学委員会で提出され
た報告書でも、検討対象は MSY、SPR(Spawning potential-per-recruit)、
depletionの3つに限定されており、経済的管理基準値は検討の対象となるこ
とはなかった (Preeceet al2011， 2)。つまり、いずれの会合においても、社会
経済的管理基準値はその実現可能性の低さを主な理由に候補から除外され、検
討の対象となることすらなかった。第7聞科学委員会での議論を受けた第8回
コミッション会合では、限界管理基準値についてデータの不足によって生じる
不確実性の大きさに応じて MSYや SPRを使い分けていく、階層的アプローチ
を採用することについては合意が成立したものの、 FFAが、社会経済的管理基
準値の設定は実現可能で導入が必要だと訴え続けたために、議論は難航した
(WCPFC 2012a， 17)。
停滞した議論の転機となったのが、 2012年の管理目標作業部会 (Manage-
ment Objectives Working Group， MOW)の設置であった。第4回科学委員会
(2008)の時点で既に、管理基準値を策定するにあたって"parallel I joi此 pro-
cess" (WCPFC 2008， 45)の必要性について合意が成立しており、この合意に
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基づいて MOWが設置された。 MOWは、中西部太平洋地域のまぐろ資源に関
するステークホルダーの聞の非公式会合として開催され、意思決定者や科学者、
水産業者など様々なステークホルダーが一堂に会し、資源管理のそもそもの目
標について議論し、明確化する作業が進められた (Cartwright2012)。あくま
でも非公式の会合として、 MOWでの結論がWCPFCの議論を拘束しないこと
が明確にされた (Cartwright2012， 2)。参加者としては、各国の水産省庁から
の水産資源管理者、科学委員会などWCPFCの下部機関の代表、下部機関以外
の科学的機関、独立の専門家、生産者団体や水産企業などの代表者、グリーン
ピースや WWFなどの環境保護に強い関心をもっ国際的な NGO、専門のファ
シリテーターなどが挙げられている。独立の専門家については、加盟国の利害
をバランスよく反映するために、加盟国によって選任されることとなっており
(WCPFC 201Oa， 2; WCPFC 2010b， 2; WCPFC 2012a， 144)、アメリカ海洋漁業
局のJlanneiilと南太平洋漁業管理機関のR.Allenが参加した。また、専門の
ファシリテーターは WCPFCと直接的な結びつきがないことが条件とされ、海
洋科学を専門に扱う ThalassaConsultingの1.Cartwrightが選任された。フア
シリテーターには、議論を進めるだけでなく、結論についてとりまとめ、報告
書を作成することがその任務としてあてられた。
MOWにおける議論は多岐にわたったが、水産資源管理における社会経済的
観点という点に焦点、を絞ると、以下のような重要な指摘がなされている。まず
一点目が、 WCPFCでは、漁業の経済的妥当性を担保することが資源管理目標
のーっとして設定されているにもかかわらず、現行の資源管理では実質的に経
済的目標が除外されてしまっている、ということである (Cartwright2012， 5)。
そのよで二点目として、透明性を向上させ、経済的目標についてそもそも議論
のテーブルに乗せ、率直に議論する必要があることを指摘している (Cart-
wright 2012， 6)。また、現行の資源管理によって、一部経済的な非効率が生じ
ていることも指摘されている (Cartwright2013， 4)。
MOWでは参加者たちに対する質問票調査に基づき、資源管理目標のリスト
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が作成された。そのリストには「生態系」、「生物学的」、「経済的」、「社会的」
と4つの大項目が設けられている。生物学的管理目標は21個の項目が挙げられ
たのに対して、経済的管理目標は34個の項目が挙げられた。上の指摘と合わせ
て考えると、 MOWにおいて、生物学的目標に優先するわけではないが、
WCPFCの資源管理における続祷的目標の重要性が再確認されたといえる。
MOWによる指摘を受けて、 WCPFCにもわずかながら変化が起こってきて
いる。特に、第10回科学委員会 (2014)では、 MEYに基づく管理基準値を実行
可能なものとするため、経済的モデルが試験的に導入・検討された (Kirchner
et al2014)。検討の候補にすらならなかったMOW開催前と比べると、社会経
済的管理基準備の導入に向けて積極的な姿勢を示すようになったと考えられ
る。
3.分析
3.1 各国の主張の背景
FFA、特に南太平洋島幌国は、 WCPFCの管理基準値に社会経積的考慮を導
入することを強く主張した。それに対して日本やEUは、管理基準値が生物学
的考慮のみに基づき設定されるべきであるとの見解を示した。これらの主張の
背景には、どのような利害があると考えられるか。ここでは、それぞ、れの管理
基準値が持つ「理論としての目的」と、各国の「漁業方法」の2点に注目し、
各国の利害を検討する(表1)。
日本やEUが主張する生物学的管理基準値、特にMSY基準はそもそも理論
として「生産量を最大化させること」を目的としている(小野205.312)。した
がって、 MEY基準に基づく資源管理と比較して、単純により多くの魚を漁獲
することができる。近年、先進諸国におけるまぐろ需要は拡大しており、より
多くの漁獲量を確保できることは、このような需要に対応したい日本やEUに
とっては望ましいといえる。それに対して、 MEY基準は、漁業にかかる収入
と費用を考慮することで、「利潤を最大化させること」を目的としている(竹内
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ほか 2010.130) 0 MSY基準に比べて漁獲量を低く設定することで、資源量を
豊富に保ち、価格の下落を防ぐとともに漁業にかかる費用を低減することがで
きる。FFA加盟国のまぐろ漁業開発に関してなされた調査によると、南太平
洋島l奥田の各国政府はいずれも小規模漁民の援助に強い義務感を抱いており、
小規模まぐろ漁業の開発に大きな関心を持っている(海外漁業協力財団 2006.
17-18)。また彼らは、大規模操業によ って地元住民が十分な利益を得られてい
ないことに不信感を抱いており 、参入コス トの小さい小規模漁業に機会を見出
している。したがって零細漁業者も含めた漁業者全体の利益向上につながる
MEY基準は彼らの利害に合致している と考えられる。
各国の漁業方法に着目すると、生物学的管理基準値は、日本のような国にとっ
ては有利に働く一方、 FFAの太平洋島幌国にとっては不利に働くことが分か
る。第6回、第7回科学委員会で候補として挙げられていた、YPRやSPRな
どを用いた生物学的管理基準値は、加入・成長乱獲の防止を目的としており、
計算にあたって「成長生残モデル」という資源動態モデルを用いる3)。成長生
残モデルは、対象とする魚種の年齢組成や体長組成などの生物統計を用いて推
計され、指標を改善するには漁獲開始年齢のヲ|き上げなどが必要となる(小野
2005. 314)。そして、日本の伝統的なまぐろの漁獲方法の一つである延縄漁業
図1 WCPFCにおける boundarywork 
boun 
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は、比較的大きな個体を対象に行われる漁業であり、漁獲の際に個体が傷つか
ず、日本における消費が多い刺身向けまぐろに適した漁獲方法である。それに
対して、 FFA加盟国が支援に尽力しているような小規模漁業者たちにとって、
最も効率的な漁業方法は、魚群収集装置を用いて魚を集中させ、巻網によって
一網打尽にする漁漉方法である(海外漁業協力財団2006.18)。巻網漁業によっ
て漁獲されたまくやろは、漁獲の際に個体が傷ついてしまうため、主に缶詰用と
して消費される。このような巻網漁業は、個体の大小にかかわらず一気に漁獲
してしまうため、未成魚の漁獲が行われてしまう。ここで、先ほどの生物学的
管理基準値との関係を見てみると、 YPRなどの指標を改善するには、漁獲開始
年齢を引き上げることで、小さい個体の漁獲に対する規制を強化する必要があ
る。よって、巻網漁業や魚群収集装置の使用に対する規制が強化される可能性
があり、 FFAにとって望ましくない結果となる可能性がある。もう一方で、延
縄漁業で捕獲することのできる大きい個体が増えることによって、日本などの
国にとっては望ましい結果となる。
3.2 WCPFCにおける boundaryworkの収散を阻害した要因
WCPFCの事例では「社会経済的観点」が、管理基準値という水産資源管理
における「科学Jに含まれるのか否かを巡り boundaryworkが行われた(悶1)。
根拠に基づく政策を志向するとき、このような boundaryworkは極めて重要
な意味合持つ。なぜなら、政策プロセスにおいて複数存在する観点のうち、
boundary workの結果「科学」と認められた観点は、他の観点とは異なり政策
の基礎としての特権的地位を得るからである (Gluckman2014. 6)。続いて、今
回の事例において、 FFAと日本・EUの聞で行われたboundaryworkの収散を
阻害した要因について検討する。
まず一点目が、水産資源管理という分野における、社会科学の位置づけであ
る。日本やEUは、特に理由を明示することなく、 WCPFCの科学委員会が検
討すべき対象を生物学的考慮へと限定した。資源の長期的保存を目的とする水
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産資源管理という分野の性質上、やはり生物学的考慮が主たる関心事となる。
また、経済学などの社会科学に対する認識という問題もある。実験によって観
察可能な事象を扱う自然科学に対して、社会科学はしばしば観察が困難な事象
を対象とする必要があり、厳密な方法論にかけるという点で、前者は「固い科
学J、後者は「柔らかい科学Jとして位置づけられることがある (Nature
Editorial 2005)。厳密な客観性を担保する方法論の欠如は、社会科学と政治的
利害との結びつきを想起させ、社会科学を利害に基づいたものであるとの批判
を呼び起こす。 WCPFCでも、 EUは科学委員会での議論についてコメントを
提出し、科学委員会における一部の参加者が、政治的な利害に基づく発言をし
ていることを批判している (WCPFC2010c. 3)。以上のような要因が、
WCPFCにおける「社会経済的観点」を、「科学」から除外する方向に作用した
と考えられる。
二点目が、 MSYという主流な科学的嘗説そのものの存在である。 MSYはそ
の簡便性ゆえに20世紀半ば以降世界的に広く普及し、その後様々な批判にさら
されてきたものの、理論としての重要性はいまだ失われておらず、伝統的な学
表1 管理基準値に関する主事の整理
生物学的管理暴準備 社会経済的管理義準値
支持する 日本、オーストラリア、 EU 南太平洋島峨圏 (FFA) 
主な加盟国
理論の目標 -生康量の最大化 -漁業利潤の最大化
-成長/加入乱獲の防止
(未成魚・成魚のバランス)
設定される 〉
漁獲量 (生物学的管理基準値のほうが太きいことが一般的)
主張の背後に -先進国におけるマグロ需要への -漁業者全体の経済的利益の向上
ある利害 対応 -小規模マグロ漁業も許容
-太個体を対象とした大規模延縄
漁業が前提
30 ガパナンス研究 NO.13 (2017年)
説として大きな影響力を冶ーしている(賢吉、佐野2009，147;凹中 2012，39)。だ
からこそ、科学委員会も当初暗黙の裡に MSY基準に則った資源評価を行った
と考えられる。また MEY同様MSYにも推定上の困難は存在するにもかかわ
らず、前者の実現可能性のみが批判の対象となったと考えられる。
そして、三点目が国連公海漁業協定における MSYの位置づけである。地域
ごとの漁業管理機関の必要性を謡った国連公海漁業協定の、第5条 (b)には、
「最大持続生産量 (MSY)を実現することのできる水準に資源量を維持し、ま
たは回復できることを確保すること」を目的として、高度回避性魚類の保存に
必要な措置を講ずることが明記されている。そして WCPF条約第5条では、
冒頭に、保存管理措置を国連公海漁業協定に基づき決定することが定められて
いる。また、先述の通り、 MSYの達成は国連海洋法条約においても目的とし
て明記されている。とのように、伝統的な基準である MSYは、 WCPFCを取
り巻く制度に埋め込まれており、このことが、「社会経済的観点Jの参入を困難
にしたと考えられる。
ギアリンは、 boundaryworkを、クレディビリテイの獲得を目指す当事者た
ちの戦略的な行動として描いた (Gieryn1999， 23)。今回の事例では、そのよう
な当事者たちの意図に加えて、既存の価値観や制度に目を向ける必要がある。
つまり、既存の価値観や制度に WCPFCの「科学」の境界線を構成する要素が
ある程度埋め込まれており、それが「社会経済的観点」に対する参入障壁とし
て、日本や EUなどの特定のアクターを有利にするよう作用したと考えられる。
3.3 boundary organizationとしてのMOWの機能
WCPFCでは、第8回コミッション会合まで、管理基準備の設定における社
会経済的観点の導入を求める FFAの働きかけが継続し、社会経済的観点を科
学委員会が扱うべき科学とするかどうかについてのboundaryworkが収散し
なかった。しかしその後設置きれた MOWにおける議論を経ることで、科学の
境界線が少なからず引き直された。この MOWは、 boundaryorganizationと
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していかに機能したのであろうか。
まず、 MOWにはステークホルダーと科学者の双方が参加しており、 bound-
ary organizationとしての要件を満たしている点が重要である (Guston2000， 
148-149)。それまではステークホルダーが参加するコミッション会合、科学者
が参加する科学委員会というzつの組織が分離されていたが、 MOWが設置さ
れたことでこれら独立した2つの組織の接点に新たな boundaryorganization 
が形成されたとみなすことができる。さらに、 MOWの参加者は「中西部太平
洋地域のまぐろ資源に関するステークホJレダ-Jと定義され、緩やかな基準で
参加者が集められた (Cartwright2012， 1、WCPFC2012b)。実際、水産企業の
代表や、法律・経済の専門家など、従来のコミッション会合や科学委員会に比
べ、幅広い分野からの参加が確保された。
こうして幅広い分野の科学者とステークホルダーがMOWという中間的な
空間に一堂に会して議論を進めたことで、管理基準値設定における杜会経済的
観点が科学か否かという論争から、 WCPFCの資源管理目標という組織そのも
のの存在意義の再確認へと焦点が移された。そして資源管理目標における経済
的観点の重要性が確認されたことで、従来の科学委員会を中心とした生物学的
考慮のみに基づく管理基準値の設定では、目標に十分対応できていないことが
明らかとなった。もちろん、このことで経済的管理基準備がWCPFCにおける
科学であると明示的に認められたわけではないが、それが科学であるか否かと
いう boundaryworkを収散させ、 WCPFCの目標達成に向け経済的管理基準債
を含む社会経済的観点に基づく情報の必要性が確認されたことは、 MOWが
boundary organizationとして機能したことを意味する。
さらに、MOWが非公式会合として設置され、MOWの決定がその後のコミッ
ション会合や科学委員会の議論を拘束しない設定であったことも、それが
boundary organizationとして機能する上で重要だったと考えられる。 Guston
(2000)は、プリンシパル・エージェント (principal-agent)関係の観点から、
boundary organizationが、主体性を失いつつも複数の組織のエージ、エントであ
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ることを重視している。 MOWもあくまでエージェントとして議論する役割に
とどまり、コミッション会合や科学委員会がプリンシパルとして、 MOWの議
論を参考にしつつも自律的に動ける余裕が残されていた。また、このような議
論の非拘束性は、関係者が安心して議論できる場をつくる上でも重要である
(Forester 1999)。また、 MOWはファシリテーターによって進行されたが、そ
のことも、多様な背景を持つ参加者の対話から有用な結論を導き出す上で重要
であったと考えられる (Susskindand Cruikshank 1987. 152-62)。
以上、 MOWがいかにboundaryorganizationとして機能したかを検討した。
第l回MOWの後に開催された第9回コミッション会合では、 MOWについて
述べた聞の全てが、 MOWを有用で、生産的な会合であったと肯定的に評価し
ている (WCPFC2012c. 53)。従来のように分離されたコミッション会合と科
学委員会の枠組みがゆえに boundaryworkが長年収散しなかったところで、
MOWという boundaryorganizationが形成され、ステークホルダーにとって
有用な情報として社会経済的観点を位置づけることができたことが、 MOWに
対する高い評価につながったのではないだろうか。
4.結論
本稿では、根拠に基づく政策における科学と政治の関係について、地域漁業
管理機関である WCPFCにおける管理基準値に関する議論を事例に、特にその
下部機関である MOWのboundaryorganizationとしての機能に着目して分析
した。 WCPFCの事例では、管理基準値に生物学的基準値と経済的基準値のど
ちらを用いるかという一見、科学的な方法論の選択が、結果として、限られた
資源であるまぐろ類の漁業から得られる利益の加盟国聞の配分に影響を与えて
いた。結果として、 WCPFCでは科学の問題として扱われていた管理基準値の
議論も、一定の政治性を不可避的に帯びていた。このことが、 WCPFCの加盟
国が異なる管理基準値を要求する boundaryworkへとつながった。しかし、
コミッション会合と科学委員会を分離した、つまり科学を政策プロセスから独
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立させた当初のガパナンスでは boundaryworkが収散しなかった。そこで設
置された非公式な MOWが、 boundaryorganizationとして機能し、科学者とス
テークホルダーが共同でWCPFCの資源管理目標に立ち返って再検討したこ
とで、社会経済的観点も考慮する必要性が明確にされた。
本稿は、根拠に暴づく政策における科学と政治の関係を、水産資源管理を題
材に模索した。科学的助言のあり方については本稿の冒頭で述べたように多様
な議論が昨今展開されているが、科学と政治の領域を二分したうえでその接続
を議論するだけではなく、 WCPFCのMOWのような中間的な boundary
organizationを科学的助言の媒体として活用する可能性についても議論が進展
することが期待される。また、水産資源管理の分野においても、政策決定にお
ける科学の役割についてより一層の検討が期待される。
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1) WCPFCにおける議論は非公開であり議事録も公開されていないため、議
論の全てを網羅できているわけではない。しかし、 WCPFCでは議論の中で
意見の対立があった場合、それぞれの意見を報告書に明記することが義務付
けられているので、重要な争点に関する議論は追うことができていると考え
る。
2)大串ら (2009)が指摘するように、 MSY基準に基づく資源管理は不確実
性、非定常性、複雑性などの観点から近年多くの批判にさらされている。
3) MSYは基本的に年齢構成を考慮しない「余剰生産量モデル」に基づき計算
される。成長生存モデルを用いて MSYを推定することも理論上可能だが、
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小野 (2005，310)によると推定上の不確実性が大きしあまり試みられてい
ない。
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